
 

入 札 説 明 書 

 

１ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

  入札に参加する者は、次に掲げる条件及び入札公告に掲げる条件をすべて満たしている者で

あること。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しない

者であること。 

(2) 福島県庁舎等維持管理業務入札参加資格制限措置要綱（平成２０年８月６日付け２０文第

１６１０号総務部長通知）に基づく入札参加資格制限中の者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てをした者若

しくは申立てをなされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生

手続開始の申立てをした者若しくは申立てをなされた者でないこと。 

 

２ 入札参加手続等 

 (1) 仕様書等に対する質問は、庁舎等維持管理業務の委託契約に係る条件付一般競争入札実施

要領第７条第３項の規定により庁舎等維持管理業務条件付一般競争入札設計図書等に関する

質問書（様式第２号）により直接持参、ファクシミリ又は電子メールのいずれかの方法で提

出すること。 

 (2) 現場説明会は行わない。 

 

３ 入札方法等 

 (1) 入札は、本人又は代理人が出席して行う。 

 (2) 入札公告に示す入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

 (3) 一度提出した入札書の書換え、引換え又は撤回は認めない。 

 (4) 入札書のあて先は、「福島県立橘高等学校長」とすること。 

 (5) 入札結果の公表及び方法について 

  ア 入札結果の公表は、契約締結後１４日以内に行う。 

  イ 公表は、県政情報センター、地方振興局県政情報コーナー、総務部施設管理課及び入札

執行機関において行う。 

 

４ 入札保証金及び契約保証金 

 (1) 入札保証金 

   福島県財務規則第２４９条第１項第４号及び同施行通達第２４９条関係第２項の規定に基

づき入札保証金は免除する。 

 (2) 契約保証金 

   落札者は契約金額の１００分の５以上の額の契約保証金を納付しなければならない。ただ

し、規則第２２９条第１項の規定に該当する場合は免除する。 



 

５ その他 

 (1) 入札書の記載金額 

   落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金

額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ

るか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。 

 (2) 契約は、別紙契約書（案）によるものとする。なお、契約の方法及び入札の条件、庁舎等

維持管理業務に係る条件付一般競争入札心得を熟知すること。 

 (3) 書類は原則としてＡ４判とすること。 

 (4) 入札参加資格確認書類の提出は、別紙１のとおりとする。 

 (5) 提出書類に虚偽の記載をした場合においては、庁舎等維持管理業務入札参加の資格を制限

することがある。 

 (6) 本件業務を受託した場合は、本件業務を通じて取り扱う個人情報の保護に関する義務を負

うことになるので、「別紙 個人情報の保護に関する留意事項」を確認すること。 



 

（別紙１） 

入札参加資格確認書類の提出について 

 

 入札公告に示す条件に基づき、入札参加資格確認書類提出書に添付が必要となる書類は次のと

おりである。 

記 

１ 庁舎等維持管理業務入札参加有資格者名簿（令和４・５年度分）の機械設備保全管理業務に

登録されている者であること。 

県で作成している庁舎等維持管理業務入札参加有資格者名簿により確認するので、提出を要

しない。 

２ 福島市内に本店、支店又は営業所を有する者 

庁舎等維持管理業務入札参加資格申請書を基に作成した、庁舎等維持管理業務入札参加資格

有資格者名簿により確認するので書類の提出は要しない。 

３ 過去２年の間、本件業務又は本件業務と同規模、同種の業務を履行した実績がある者 

  「業務実績証明書（任意様式）」を提出すること。 

ただし、時間等の都合により、間に合わない場合は、当該業務に係る「契約書の写し」を提

出することによりこれに代えることができるものとする。 



（別紙） 

個人情報の保護に関する留意事項 

本件業務を受託した場合は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」と 

いう。）及び本件業務委託契約に基づき、本件業務を通じて取り扱う個人情報の保護に関し、下記 

の義務を負うことに留意してください。 

記 

１  契約内容には別記（その１）個人情報取扱特記事項が含まれており、又は契約書に個人情報 

取扱特記事項のうち必要な事項が規定されており、委託事務の遂行に当たっては、これらを遵 

守しなければならないこと 

２  法第66条第２項で準用する同条第１項に基づき、受託者は個人情報の漏えい、滅失又は毀損 

の防止その他の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じる義務を負うこと 

３  法第67条に基づき、受託した事務に従事している者又は従事していた者は、その事務に関し 

て知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない義務を負 

うこと 

４  受託者及び従業者等は法第179条の罰則の対象となること 

５  受託した事務に従事している者又は従事していた者は、法第176条若しくは同第180条の罰則 

の対象となること 

６  代表者や従事者等が違反行為をした場合には、行為者のほか法人（法人でない団体で代表者 

又は管理人の定めのあるものを含む）も法第184条の罰則の対象となること 

 

（教示）個人情報の保護に関する法律 

（安全管理措置） 

第66条 行政機関の長等は、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報の安全管理のた 

めに必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

２  前項の規定は、次の各号に掲げる者が当該各号に定める業務を行う場合における個人情報の取扱いについて 

準用する。 

（1） 行政機関等から個人情報の取扱いの委託を受けた者当該委託を受けた業務 

（2） 指定管理者（地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する指定管理者をいう。） 公 

の施設（同法第244条第１項に規定する公の施設をいう。）の管理の業務 

（3） 第58条第１項各号に掲げる者法令に基づき行う業務であって政令で定めるもの 

（4） 第58条第２項各号に掲げる者同項各号に定める業務のうち法令に基づき行う業務であって政令で定める 

もの 

（5） 前各号に掲げる者から当該各号に定める業務の委託（２以上の段階にわたる委託を含む。）を受けた者当 

該委託を受けた業務 

（従事者の義務） 

第67条 個人情報の取扱いに従事する行政機関等の職員若しくは職員であった者、前条第２項各号に定める業務 

に従事している者若しくは従事していた者又は行政機関等において個人情報の取扱いに従事している派遣労働 

者（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法律第88号）第２条 

第２号に規定する派遣労働者をいう。以下この章及び第176条において同じ。）若しくは従事していた派遣労働 



者は、その業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはなら 

ない。 

第８章罰則 

第176条 行政機関等の職員若しくは職員であった者、第66条第２項各号に定める業務若しくは第73条第５項若 

しくは第121条第３項の委託を受けた業務に従事している者若しくは従事していた者又は行政機関等において個 

人情報、仮名加工情報若しくは匿名加工情報の取扱いに従事している派遣労働者若しくは従事していた派遣労 

働者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された第60条第２項第１号に係る個人情報フ 

ァイル（その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、２年以下の懲役又は100 

万円以下の罰金に処する。 

第179条 個人情報取扱事業者（その者が法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。 

第184条第１項において同じ。）である場合にあっては、その役員、代表者又は管理人）若しくはその従業者又 

はこれらであった者が、その業務に関して取り扱った個人情報データベース等（その全部又は一部を複製し、 

又は加工したものを含む。）を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１ 

年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

第180条 第176条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益 

を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

第183条 第176条、第177条及び第179条から第181条までの規定は、日本国外においてこれらの条の罪を犯し

た者にも適用する。 

第184条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して、 

次の各号に掲げる違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、 

その人に対して各本条の罰金刑を科する。 

(1) 第178条及び第179条１億円以下の罰金刑 

(2) 第182条同条の罰金刑 

２  法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人が、その訴訟行為につき 

法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律の規定を準用す 

る。 

※ 第184条第１項における法人には、法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む（第179 

条）。 


